
議案第１６１号

　　　平成２７年度川崎市工業用水道事業会計の利益処分及び決算認定につ

　　　いて

　　　

　　　　　　　　　　　　平成２８年 ９ 月 ５ 日提出　　　　　　　　　　　

  　　　　　　　　　　　　　　　川崎市長　福　田　紀　彦

　平成２７年度川崎市工業用水道事業会計に係る利益を処分したいので、地方

公営企業法第３２条第２項の規定により議決を求めるとともに、平成２７年度

川崎市工業用水道事業会計決算について、同法第３０条第４項の規定により、

別紙監査委員の意見を付して認定を求める。



（１） 収益的収入及び支出

  収   入

第１款

第１項 営 業 収 益

第２項 営 業 外 収 益

第３項 特 別 利 益 △

  ※１  うち仮受消費税及び地方消費税 円

  ※２  うち仮受消費税及び地方消費税 円

  支   出

地方公営

企業法第

24条第3

項の規定

に よ る

支 出 額

円 円 円

第１款 0 7,300,125,000 7,300,125,000

第１項 営 業 費 用 0 7,078,628,000 7,078,628,000 ※１、３

第２項 営 業 外 費 用 0 211,487,000 211,487,000 ※２

第３項 特 別 損 失 0 10,000 10,000 △ ※４

第４項 予 備 費 0 10,000,000 10,000,000

  ※１  うち仮払消費税及び地方消費税 円

  ※２  うち仮払消費税及び地方消費税 円

  ※３  地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書きの規定による超過支出 238,177,639円

  ※４  地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書きの規定による超過支出 112,008,820円

0 10,000,000

333,265,368

17,628

10,000,000 0 0 0 0 0

0 29,093,429

10,000 0 0 0 0 112,008,820 0 111,998,820

211,487,000 0 0 0 0 182,393,571

0 394,912,949

7,078,628,000 0 0 0 0 6,610,809,660 0 467,818,340

円 円 円

工業用水道事業費用 7,300,125,000 0 0 0 0 6,905,212,051

円 円 円 円 円

合     計

企業法第

26条第2

項の規定

に よ る

繰 越 額

当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額 小   計

地方公営

561,394,132

137,701

区         分 

                             予                   算                   額

決  算  額

地方公営

企業法第

26条第2

項の規定

に よ る

繰 越 額

不  用  額

備
 
 
考

30,000 0 0 30,000 0 30,000

※１

320,019,000 0 0 320,019,000 370,546,043 50,527,043 ※２

7,533,158,000 0 0 7,533,158,000 7,578,975,930 45,817,930

円

工業用水道事業収益 7,853,207,000 0 0 7,853,207,000 7,949,521,973 96,314,973

円 円 円 円 円

備     考
当初予算額 補正予算額

地方公営企業法第24条

合     計第3項の規定による支
決算額の増減

出額に係る財源充当額

平 成 ２７ 年 度 川 崎 市 工 業 用 水 道 事 業 決 算 報 告 書

区         分 

                             予                   算                   額

決  算  額

予算額に比べ



（２） 資本的収入及び支出

  収   入

地 方 公 営 企 業

法 第 26 条 の

規 定 に よ る 繰 越 額 に 係 る

繰 越 額 に 係 る

財 源 充 当 額

円 円 円 円 円 円

  

　不用額

　※１  うち仮受消費税及び地方消費税 40,402 円

0 10,000 0 △ 10,000
資 本 的 収 入

  第５項
そ の 他 の

10,000 0 10,000 0

535,435 ※１
売 却 代 金

  第４項
固 定 資 産

10,000 0 10,000 0 0 10,000 545,435

0 10,000 0 △ 10,000  第３項 負 担 金 10,000 0 10,000 0

130,722,000 130,721,991 △ 9

8,000,000円

  第２項 補 助 金 130,722,000 0 130,722,000 0 0

0 1,282,000,000 1,274,000,000 △ 8,000,000 ※企業債収入減額内訳  第１項 企 業 債 630,000,000 0 630,000,000 652,000,000

0 1,412,752,000 1,405,267,426 △ 7,484,574第１款
工 業 用 水 道 事 業

760,752,000 0 760,752,000 652,000,000
資 本 的 収 入

決算額の増減

財 源 充 当 額

円 円

区       分

                                予                  算                  額

決  算  額 備    考
当初予算額 補正予算額 小      計

継 続 費 逓 次

合    計

予算額に比べ



  支   出

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

  

  第１項 3,573,202,000 0 0 0 3,573,202,000 1,234,530,661 0 4,807,732,661 4,097,751,090 472,975,423 0 472,975,423 237,006,148 ※１

  第５項 5,000,000 0 0 0 5,000,000 0 0 5,000,000 0 0 0 0 5,000,000

　※１   うち仮払消費税及び地方消費税 299,097,505 円

収支調整額 225,913,316円、減債積立金 712,028,092円及び過年度分損益勘定留保資金 2,466,570,348円　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 3,404,511,756円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的

で補てんした。

0 0 0 10,000
資 本 的 支 出

予 備 費

0 10,000 0 0 10,000 0

0 0 0 10,000
返 還 金

  第４項
そ の 他 の

10,000 0 0

0 10,000 0 0 10,000 0

0 0 0 908
償 還 金

  第３項
補 助 金

10,000 0 0

0 712,029,000 0 0 712,029,000 712,028,092

0 472,975,423 242,027,056
資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

  第２項
企 業 債

712,029,000 0 0

4,290,251,000 1,234,530,661 0 5,524,781,661 4,809,779,182 472,975,423第１款
工 業 用 水 道 事 業

4,290,251,000 0 0 0

予 備 費

第26条の規定に 逓  次 第26条の規定に 逓  次

支 出 額

よ る 繰 越 額 繰越額 よ る 繰 越 額 繰越額

地方公営企業法 継続費

合     計

地方公営企業法 継続費

合     計
区       分

                                 予                    算                    額

決  算  額

翌 年 度 繰 越 額

不  用  額 備 考
当初予算額 補正予算額

流
用
増
減
額

小   計



（単位  円）

１

（１） 7,008,240,134

（２） 9,341,664 7,017,581,798

２

（１） 3,475,985,242

（２） 790,358,226

（３） 235,140,470

（４） 30,419,528

（５） 287,424,815

（６） 988,517,797

（７） 469,698,214 6,277,544,292

740,037,506

３

（１） 7,320,283

（２） 45,517,513

（３） 189,396,204

（４） 55,030,555 297,264,555

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

営 業 費 用

原 水 費

浄 水 費

配 水 費

給 水 費

総 係 費

平成２７年度川崎市工業用水道事業損益計算書
（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益



４

（２） 237,899 182,516,888 114,747,667

854,785,173

５

（１） 112,008,820 112,008,820 △112,008,820

742,776,353

5,271,565,571

712,028,092

6,726,370,016当年度未処分利益剰余金

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

特 別 損 失

雑 支 出

経 常 利 益

182,278,989

営 業 外 費 用

（１）
支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費



（単位　円）

（注）この計算書における△標記は、減少、損失又は欠損を示すものである。

0 40,714,290 66,150,881 6,726,370,016 6,792,520,897 17,723,708,669

0 0 742,776,353 742,776,353 742,776,353

当年度末残高 10,890,473,482 0 40,714,290 0

当年度純利益 0 0 0 0 0

0 0 △ 712,028,092 712,028,092 0 0減債積立金の取崩し 0 0 0 0

0 0 △ 712,028,092 1,454,804,445 742,776,353 742,776,353

40,714,290 778,178,973 5,271,565,571 6,049,744,544 16,980,932,316

当年度変動額 0 0 0 0

処分後残高 10,890,473,482 0 40,714,290 0 0

△ 1,397,120,413 △ 3,005,374,639 0 0 0 0

△ 3,005,374,639 0 0 0 0

資本金への組入れ 3,005,374,639 △ 8,663,728 △ 1,587,383,889 △ 12,206,609

議会の議決による処分額 3,005,374,639 △ 8,663,728 △ 1,587,383,889 △ 12,206,609 △ 1,397,120,413

△ 1,397,120,413 △ 3,005,374,639 0 0 0 0

3,046,088,929 778,178,973 5,271,565,571 6,049,744,544 16,980,932,316

前年度処分額 3,005,374,639 △ 8,663,728 △ 1,587,383,889 △ 12,206,609

前年度末残高 7,885,098,843 8,663,728 1,628,098,179 12,206,609 1,397,120,413

資本合計

資本剰余金 利益剰余金

受贈財産
評価額

国県
補助金

一般会計
補助金

工事負担金
資本剰余金

合計
減債積立金

未処分利益
剰余金

平成２７年度川崎市工業 用水道事業剰余金計算書

（平成２７年４月１日から 平成２８年３月３１日まで）

資本金

剰余金

利益剰余金
合計

（当年度未処分利益剰余金）

（繰越利益剰余金）



（単位　円）

処分後残高 10,890,473,482 40,714,290 5,983,593,663

議会の議決による処分額 0 0 △ 742,776,353

減債積立金の積立て 0 0 △ 742,776,353

平成２７年度川崎市工業用水道事業剰余金処分計算書（案）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高 10,890,473,482 40,714,290 6,726,370,016

（繰越利益剰余金）



（単位  円）

１

（１）

ア 571,376,703

イ 3,185,870,825

△1,109,123,976 2,076,746,849

ウ 28,492,924,704

△18,787,067,066 9,705,857,638

エ 13,547,531,184

△7,594,889,899 5,952,641,285

オ 1,623,617

△1,505,930 117,687

カ 112,976,717

△87,605,598 25,371,119

キ 25,832,304

△2,522,068 23,310,236

ク 2,001,658,513

20,357,080,030

（２）

ア 1,809,324,835

イ 296,559

1,809,621,394

22,166,701,424

２

（１） 8,928,925,166

（２） 1,351,444,468

（３） 9,242,180

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

平成２７年度川崎市工業用水道事業貸借対照表
（平成２８年３月３１日）

資  産  の  部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地



（４） 102,530,000

10,392,141,814

32,558,843,238

３

（１）

9,309,639,121

9,309,639,121

（２） 20,863,582

（３）

ア 799,919,850

799,919,850

10,130,422,553

４

（１）

806,348,217

806,348,217

（２） 4,323,180

（３） 2,751,166,601

（４） 10,772,991

（５） 137,841,554

（６） 86,240

（７）

ア 57,910,113

57,910,113

3,768,448,896

５

（１）

ア 144,991,636

△104,494,209 40,497,427

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

預 り 金

未 払 費 用

前 受 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

ア
建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

ア
建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負  債  の  部

固 定 負 債

企 業 債

前 払 金



イ 1,020,663,967

△545,079,342 475,584,625

ウ 1,288,450,044

70,328,165

エ 3,556,757,366

349,852,903

936,263,120

14,835,134,569

６ 10,890,473,482

７

（１）

ア 40,714,290

40,714,290

（２）

ア 66,150,881

6,792,520,897

6,833,235,187

17,723,708,669

32,558,843,238

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

イ
当 年 度 未 処 分

6,726,370,016利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

国 県 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

資  本  の  部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

△1,218,121,879

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額 △3,206,904,463

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

国 県 補 助 金

収 益 化 累 計 額

一 般 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額



注記 

 １ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

   ア 貯蔵品  先入先出法による原価法によっている（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

（ア）減価償却の方法 

     定額法による。 

（イ）主な耐用年数 

     建物       ６～５０年 

     構築物      ５～８０年 

     機械及び装置   ２～６０年 

     車両運搬具    ３～１２年 

     工具器具及び備品 ２～２０年 

   イ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

   （ア）減価償却の方法 

     定額法による。 

   ウ リース資産 

   （ア）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してい

る。 

   （イ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

     なお、リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引につい

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

（３）引当金の計上方法 

  ア 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度の退職手当の期末要支給額

に相当する金額を計上している。 

 

 



  イ 賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当支給に係る法定福利費の支

払に備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業

年度の負担に属する額を計上している。 

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

 ア 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

なお、控除対象外消費税額については、当事業年度の費用として処理してい

る。 

 

 ２ キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

重要な非資金取引 

（１）ファイナンス・リース取引による資産の取得 

当事業年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の

額は、それぞれ次のとおりである。 

リース資産  ２２，９１７，９６０円 

リース債務  ２４，７５１，３９６円 

 

３ 貸借対照表に関する注記 

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額

は１，７５０，５７７，９１０円である。 

 （２）ファイナンス・リース取引に係るリース債務 

   リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含んでいる。 

 

４ セグメント情報に関する注記 

川崎市工業用水道事業会計は、工業用水道事業のみを運営しており、事業全体を

もって単一セグメントとしているため、セグメント情報の記載は省略している。 

 

 

 



 ５ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

 （１）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

   １年内   ５，２８３，８６１円 

   １年超   ８，９７５，８３１円 

    計   １４，２５９，６９２円 

 

 ６ その他の注記 

（１）長期継続契約に係るリース債務 

  通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債

務のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは次のと

おりである。 

  短期リース債務   ４，３２３，１８０円 

  長期リース債務  ２０，８６３，５８２円 

（２）退職給付引当金の目的使用による取り崩し 

  当事業年度において、職員の退職手当として１２８，２０９，０１０円を支給

するため、退職給付引当金１２８，２０９，０１０円を取り崩している。 

（３）賞与引当金の目的使用による取り崩し 

  当事業年度において、職員の期末・勤勉手当及び期末・勤勉手当の支給に係る

法定福利費として、１８７，０８５，３９２円を支給（支払）するため、賞与引

当金５８，４９１，８７１円を取り崩している。 

 

 


